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要旨 

 インターネットや SNS の発展を背景に、広告と広報が接近し融合している。こうした状

況は実務では認識されているものの学術的な言及は少ないようである。筆者は広告と広報

の業界を横断した実務経験に加えて、両者の学術分野で研究を行ってきた経験を持つ。そこ

で広告と広報の融合について論じ、今後に続く礎となる研究を行う。 

 

キーワード 

広告、広報、PR（Public Relations）、エンゲージメント、広告と広報の融合 

 

1.はじめに 

1-1. 研究の背景 

近年、広告と広報の接近が指摘されている。例えば 2023 年の日本広報学会「第 29 回研究

発表全国大会」の統一論題のテーマは、「広報と広告の新たな関係–クリエイティビティの視

点から–」であった。現在の広告会社は広報分野の業務を取り込み、広告の業務領域を拡張

させている。こうした現状はどのように捉えれば良いのであろうか。 

なお、本研究に隣接する分野として統合マーケティングコミュニケーション（IMC）の提

唱が挙げられる。1980 年代に提唱された IMC は、その内容を変質させて現在に至る。1980

年代に提言された第 1 段階の IMC は、広告、PR、SP など様々なプロモーションレベルの統

合であった。それはいわば「手段の統合」であり、達成目標は「ワンボイス・ワンルック」

であった。1990 年代には第 2 段階の IMC としてビジネスプロセスの統合が提唱された。そ

れは「組織の統合」であり、達成目標は「ブランド価値向上」であった。2000 年代後半には

第 3 段階の IMC が提唱された。それは「顧客主導の統合」であり、達成目的は「社会合意

形成」であった（小林、2007；中野 2009）。それ以降の IMC は現在も議論が続いている（中

（査読付き研究論文）
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野、2009）。なお中野（2009）は、ネット時代における顧客視点の IMC の実現には顧客とブ

ランドとの接点への着目が重要であると示している。その点において、第 3 章で示す数々の

メソッドは、ネット時代のメディアの多様化を背景にした、消費者とブランドとの接点を鑑

みたコミュニケーションの最適解を検討する指摘と換言できるであろう。また広告と広報

の融合はメディアの多様化を背景にした IMC の新しい潮流と捉えることもできるであろう。 

 

1-2. 研究の目的 

元来、広告と広報は出自も本来の役割も異なるが、広告と広報の業務は融合しつつある。

この状況は、広告および広報業界では現実の話でありトピックスである。しかし、両者の接

近を扱った研究論文は少ない。その理由は、両者が別の業界として存在しているように、研

究者も別の学術分野、例えば、広告学会と広報学会に分かれて研究を行っているためである

と推察される。そこで本研究は、広告と広報の接近と融合をテーマとし、その理由を示す。

そして今後の研究につなげることを目的とする。その際、本研究は実務家から言及されてき

たコミュニケーションのメソッドに着目する。その理由は実務家の業務は社会の要望をリ

アルタイムで反映させているためである。つまり実務家から提唱された概念や指摘を見れ

ば、時代や社会の要望がよくわかるためである。一方、そのスピード感に広告及び広報研究

者が追いつけていないのも、また事実だと推察されるためである。 

 

2.先行研究・定義の確認 

2-1. 広告の定義 

アメリカ・マーケティング協会（AMA）による広告の定義は以下である。「広告とは、営

利企業や非営利組織、政府機関または個人が、特定のターゲット市場や聴衆に対して、製品、

サービス、団体またはアイディアについて、伝達または説得をするために、大量伝達が可能

な媒体のタイムまたはスペースを購入して、告知や説得的メッセージを掲出することであ

る1」。この定義で重要なのは「広告の 3 定義（①管理可能な有料の広告媒体を活用するもの

であること②広告主が明示されていること③非人的メッセージであること）」である。その

一方、現実の広告実務はこの 3 定義から乖離していることは周知の事実である。さらに近年

の広告は広告の形をしていない、いわゆる非広告型広告が増えているのである（佐藤、2008）。 

 

2-2. 広報の定義  

世界各国で標準的な Public Relations の教科書の著者、カトリップら（2006）によれば、

「パブリックリレーションズとは、組織体とその存続を左右するパブリックとの間に、相互

に利益をもたらす関係性を構築し、維持するマネジメント機能である2」。なお、日本広報学

会は 1995 年の設立以来、2023 年 6 月に初めて広報の定義を以下のように制定した。「組織

や個人が、目的達成や課題解決のために、多様なステークホルダーとの双方向コミュニケー

ションによって、社会的に望ましい関係を構築・維持する経営機能である3」。（下線は筆者） 
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3.実務からの指摘 

 2000 年以降、インターネットや様々な SNS が普及した。そして消費者が容易に情報を受

発信できるようになった結果、従来からの広告が効かない、という指摘が多くなった。そこ

で広告実務家は新しい手法を模索し、新しい広告メソッドが次々と報告されるようになる。 

 

3-1. クロスメディア 

ネットの登場とメディアの多様化を背景に 2004 年頃から「クロスメディア」という方法

論が指摘され始めた（西山、2008、p.4）。クロスメディアとは「複数のメディアを組み合わ

せて展開すること4」であるが、より本質的には、消費者とブランドを結ぶ様々な接点を効

果的に設定・配置して、消費者がメディアを回遊して効果的に動いてくれるシナリオ（動線）

づくりを重視する考え方である（西山、2008）。なお、後述する久保田（2009）によれば、

クロスメディア型コミュニケーションの目的や成果はエンゲージメントである。 

 

3-2. 手口ニュートラル 

2006 年、既存のアプローチにとらわれない広告の提案を目的とした「博報堂ケトル」が

設立された。そのコンセプトである「手口ニュートラル」とは以下である。「「手口ニュート

ラル」とは、最適なターゲットに最適なメッセージを最適な接点において伝えるための「メ

ディアとクリエイティブの組み合わせや仕掛け」を構築する手法です。従来型のメディア中

心の発想ではなく、課題を解決するために最も効果的なアイデア=「手口」から発想します

5」。同社代表取締役社長の嶋浩一郎氏*は博報堂に入社以来、PR ディレクターとして業務に

関わってきた人物であり、手口ニュートラルは PR の手法を応用する点に特徴を見出せる。 

 

3-3. メディアニュートラル 

2008 年頃からメディアニュートラルというキーワードも言及されるようになる。メディ

アニュートラルとは「ブランドと生活者を結ぶすべての接点の中から、カテゴリー、ブラン

ド、見込みターゲットごとに、メディアにとらわれずに有効な体験接点を選択すること（井

上、2008、p.10）」である。また「課題解決に対し、既成概念を取っ払い持ちうる手段のすべ

てをニュートラルにとらえ、最高の課題解決を考えること（嶋・木村、2009）」である。こ

のキーワードは博報堂ケトルによる「手口ニュートラル」の発展形であり一般化であること

は明白である。課題解決を優先し、既存メディアや既存概念にとらわれずあらゆる手法を活

用する有効性や、PR 発想で社会的な話題を喚起する方法論が一般に普及したのである。 

 

3-4. 戦略 PR 

戦略 PR は、本田（2009）の提言により、一気に広報・広告業界で注目されるようになっ

た概念である。戦略 PR とは、商品に関心を持ってもらうためのテーマを発掘し、世の中が

関心を持つ空気をつくり、消費者が買う理由をつくる手法のこと（本田、2009）である。こ

の戦略 PR の提唱により、計画的かつ戦略的に行う広報活動が一気に広まった。 
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戦略 PRは商品そのものに焦点を当てずに、話題の最大化を目指す点に特徴がある。WHAT

は「世間が関心を持つテーマ」であり、商品が売れる「空気」を作っていく。広告とは異な

り、ネットを中心としたクチコミや「インフルエンサー」、第三者であるメディアやチャネ

ル、人間も含む第三者を戦略的に活用していく点に特徴がある（本田、2009）。この第三者

であるメディアやインフルエンサーの活用、空気を作るという方法は、前述した「広告の 3

定義」には当てはまらず、いわゆる広告とは全く異なる手法を使い、世間が関心を持つテー

マと世論を通じて消費者に接近し、消費者が買う理由をつくる手法なのである。 

 

3-5. コミュニケーションモデル（AIDMA から AISAS へ） 

1920 年代に米国の経済学者ローランド・ホールにより提唱された「AIDMA の法則」は消

費者の心理プロセスを示した概念である。これは企業が主体となりマスメディアを使って

広告を機能させる「20 世紀の消費者購買モデル」と位置づけることができる。一方、ネッ

トや SNS、モバイルが定着した時代の消費者購買モデルとして、2004 年に電通が発表した

AISAS6が挙げられる（図表 1）。同モデルの特徴は消費者が自ら情報収集しクチコミを発信 

                                             

したり共有したりして、主体的に関与し

ている点にある。生活者の心理変容のプ

ロセスが凝縮され、行動プロセスが拡大

しているのである。これは通信環境やデ

バイスの普及により、消費者がメディア

や情報に積極的に関与するようになっ

たためであると推察することができる。 

   
3-6. 広告賞のカテゴリー拡張と拡張がもたらしたもの 

1954 年設立の世界最大級の広告祭「カンヌライオンズ」は世界の広告の方向性を先取り

することで知られている。ネット上の広告を対象にしたサイバー部門は 1998 年に新設され、

2009 年には PR 部門が新設された。広告祭に Public Relations 部門が設けられたインパクト

は大きいものであった。PR 部門の新設により、広告会社による PR 施策ばかりか世界中の

PR 会社が PR 施策を応募するようになったのである。カンヌライオンズでは事業者による

カンファレンスが数多く開催される。そうした場で世界的な PR 会社が知見を公開し、広告

関係者を交えた議論が活発化したことで広告業界に PR の知見と手法が浸透したのである。 

日本の広告フェスティバルは 1961 年設立の ACC CM FESTIVAL（All Japan Radio＆

Television Commercial Contest）が有名である。同賞の対象は TVCM とラジオ CM であった

が枠を拡げ 2017 年に ACC TOKYO CREATIVITY AWARDS（通称 ACC 賞）に改名した7。 

そしてカンヌライオンズに遅れること 14 年後の 2023 年、ACC 賞に PR 部門が新設され

たのである。その新設に伴い、PR 部門の審査委員長に就任した眞野昌子氏*（日本マクドナ

ルド広報部部長）は、以下のように述べている。 

図表 1 AIDMA から AISAS へ 

（出所）西山（2008）p.7 を参考に筆者作成 
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「今回の PR 部門の独立の背景には、企業が売上至上主義ではなく、新しい資本主義の視

点で社会としての価値をどう生み出していくかを考えるときに、PR 的思考がすごく大事だ

と皆が気づいてきた（略）。自分たちの視点からだけの一方的なメッセージを出していくの

ではなく、ステークホルダーの理解を得て巻き込むことの重要性への気づきですね（略）。

さらに「巻き込み力」を発揮するためには「合意形成のクリエイティビティ」が必要です

（眞野・本田、2023）」。それに対して戦略 PR を提唱した本田哲也氏は、以下のように述べ

ている。「巻き込みというのは、異なるステークホルダーの間で合意形成するというパブリ

ックリレーションズの基本のキですけど、大事なことは巻き込みによって活動が長期化、持

続化することです。（略）いろんな立場の人が巻き込まれるから、持続する力も活動が自走

していくように全体として強くなります（眞野・本田、2023）」（下線及び太文字は筆者）。 

そこには近年のコミュニケーションで重視すべきポイントが見出せる。すなわち「企業か

らの一方的なメッセージではないことの重要性」「社会全体やステークホルダーを巻き込み、

合意形成することの重要性」である。そうした合意形成を目的としたクリエイティビティの

実施により、活動が長期化、持続化し、さらに活動が自走していくというのである。 

なお、眞野・本田（2023）が示す「社会全体もしくはステークホルダーとの合意形成」と

は、前述したカトリップら（2006）の広報定義の一節「相互に利益をもたらす関係性を構築

し、維持するマネジメント機能」や、日本広報学会（2023）による広報定義の一節「社会的

に望ましい関係を構築・維持する経営機能」の内容と同義である。つまり、社会もしくはス

テークホルダーとの関係構築ができ、それを維持できれば活動が長期化・持続する。そこに

PR 成果がもたらす強さがあると考えることができるのである。 

こうした PR の方法論は、ネットや SNS の発展を機に広告業界が模索してきた、どうし

たら消費者へのコミュニケーションを強化できるのかという思案に対するひとつの解にな

っていると推察される。つまり本研究のテーマに則せば、広告業界による試行錯誤と行き詰

まりが、広報もしくは戦略 PR の積極的な取り込みにつながったと考えられるのである。 

 

4.メディア環境の変化と広告の信頼度  

 4-1. SNS の利用者数と利用動向 

企業はもはやネットや SNS に容易にアクセスできる消費者の存在を無視できない。では、

この動向は、今後どのように予想されるのであろうか。総務省（2023）の利用者推移予測に

よれば、世界のソーシャルメディア利用者数は、2022 年の 45 億 9,000 万人から 2028 年は

60 億 3,000 万人へと、また日本のソーシャルメディア利用者数は、2022 年の 1 億 200 万人

から 2027 年は 1 億 1,300 万へと増加することが予測されている。また総務省（2022）によ

れば、日本の SNS の利用者は 60-69 歳で約 72％、70-79 歳で 61％、80 歳以上で 47％と、高

齢者も SNS を利用しており、SNS 利用者は若者だけに留まらない。 

また SNS 利用目的の 1 位は「知人とのコミュニケーション」であり、2 位は「情報収集」

である。つまりこうした動向は不可逆かつ、進行していくことが推察されるのである。 
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4-2. 広告の信頼度 

今まで様々な広告手法が提案されてきた。では消費者は広告をどの程度信頼しているの

であろうか。ニールセン（2021）の「広告信頼度調査」によれば最も信頼されている情報は

知人からの推奨である。88%の消費者が「友人や家族からの推奨」を最も信頼している。オ

ンラインバナー広告やモバイル広告、SNS 広告、検索エンジン広告と比較しても 50％も信

頼度が高い。一方 JIAA（2022）では日本におけるネット広告の信頼度は 22.3%しかない。

つまりネット時代にも関わらずオンライン上の広告はほとんど信頼されていないのである。 

こうした状況における対談記事において、島田（2024）は、重要なのは生活者とのエンゲ

ージメントであると述べ、パナソニックコネクト・取締役執行役員 CMO 山口有希子氏*の

言葉として「エンゲージメントにこそ広告の本質がある」と示している。エンゲージメント

も近年指摘される概念である。ではエンゲージメントとはどのような概念なのであろうか。 

 

5.エンゲージメント 

 エンゲージメント（Engagement）は、新しい指標として、あらゆる経験接触の場で生活者

に対するアプローチとして、「絆」回帰状況を意図する米国発の用語である（小林、2008、

p.4）。Engagement という英単語は、元来「約束、関心、取り組み」という意味であるが、2004

年頃から「メディアに対する接触の深さ」を示す概念として使われ始めた（今田、2008、

p.159）。その理由はネットの発展に伴い顕在化した、マスメディアを使用した企業からの一

方向発信による広告伝達の問題、例えばテレビ視聴率の低下や雑誌・新聞の販売部数の減少

などにより、従来の GRP 指標では広告価値を捉えられなくなったためである（小林、2008、

p.23）。その後、エンゲージメントは新しい広告評価指標として注目され、2006 年にアメリ

カ広告調査財団（ARF）により「顧客や潜在顧客を、周囲のコンテクスト（関係）で増幅し

たブランド意味内容に引き付けること（翻訳は小林、2008、p.5）」と定義された。それを機

に、エンゲージメント概念は世界中の広告業界で使われ始めた。 

なお、エンゲージメントには様々な見解がある。例えば、Kumar、Aksoy、Donkers、Venkatesan、

Wiesel ＆ Tillmanns（2010）によれば、エンゲージメントとは顧客と企業、顧客と顧客、顧

客と潜在顧客との間の積極的な相互作用のことであり、その相互作用には売買取引だけで

なく、非売買取引も含まれる（山本・松村、2017、p.77）。また、Van Doorn、Lemon、Mittal、

Nass、Pick、Pirner ＆ Verhoef（2010）によれば、エンゲージメントとは、購買行動を超え

て行われるものであり、ブランドや企業に焦点を当てた、購買行動を超えた動機因子によっ

て駆動される顧客の行動的表明である（山本・松村、2017、p.77）。 

このエンゲージメント概念は、従来のマーケティングで企業が消費者との間に築くべき

であるとして指摘されてきた、顧客ロイヤルティとは全く異なる概念である。顧客ロイヤル

ティの概念には様々な定義があるが、その代表的なものとして、製品やサービスを再購入や

再利用しようとする強力なコミットメントの指摘が挙げられる（Kotler & Keller、2007）。加

えて Kotler & Keller（2007）は、強力な顧客ロイヤルティを生み出す鍵は、高い顧客価値の

提供であり、優れた価値提案の重要性を示している。しかし、エンゲージメント概念は必ず
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しも購買行動を伴うものではなく、また対価としての顧客価値を提供するものでもない。 

小林（2008）は、エンゲージメントは絆づくりであり、その根本思想は関係性であると強

調している。さらに小林（2008）はエンゲージメントに関する詳細な解説を示している。エ

ンゲージメントとは広告行為の人格化であり、送り手と受け手が一体となるような「絆」や

「縁」あるいは「関係性」をつくることにより、当該ブランドがエンゲージメント思考の最

終目標である「人の心に染み込む」ような作用を目指すものである（小林、2008、pp.5-6）。 

さらには小林（2008）は理解を深めるために紙幅を費やし解説を加えている。エンゲージ

メント概念の理解には、それだけ多面的に光を当てる必要があるのである。以下、いくつか

の要点を示す。エンゲージメント思想はメディア、ブランド、クリエーティブと人間の相互

のつながりをより強固なものにして、その結果として最終的には行動にまで結びつけよう

とする、つまりホリスティック・アプローチの具体化である（小林、2008、p.4）。エンゲー

ジメント思想には、西洋合理主義的な科学の中で形成されてきた要素還元主義、例えば、説

明−説得の広告観に縛られた AIDMA 型を超えた、「人とブランド」を結ぶ「絆・縁づくり」

や、過去のデータを積み上げる投資対効果（ROI）といった単線的な思考の枠を超えた価値

観、つまり「人の心の内に染み込む」という作用が包含されている（小林、2008、pp.4-9）。

エンゲージメント概念は、西洋文化的な思想というよりは、東洋文化的な思想に基づいたも

のであり、そこに本質がある（小林、2008、p.5）というのである。 

なお、久保田（2009）は、エンゲージメント概念は、クロスメディア型コミュニケーショ

ンの目的ないしは成果と考えることができると示している8。加えて博報堂 DY グループが

提唱するクロスメディア型コミュニケーション戦略のガイドライン「エンゲージメント・リ

ング」に触れ、エンゲージメントとは、企業の諸活動を「生活者にとって他人事ではなく《自

分ごと化》してもらうこと」であると紹介している（久保田、2009、p.3）。また久保田（2009）

は、博報堂 DY グループが示すエンゲージメント概念の解説から、広告効果の測定価値が

「メディアに対する瞬間的な状態」から「ブランドに対する中長期的状態」へとシフトして

いると論じている。さらにエンゲージメントは短期的で消滅性の高いものなのか、長期的で

安定性の高いものなのかという検討において、学術的視点からもブランドに対する長期的

ないしは持続性を有する心理状態を指す概念である（久保田、2009、p.2）と報告している。 

 

6.まとめ 

 6-1. 広告と広報とエンゲージメント 

近年、広告業界で重視されているエンゲージメント概念を見てきた。ARF の定義、小林

（2008）、Kumar ら（2010）、Van Doorn（2010）によれば、エンゲージメントは必ずしも購

買行動を伴わない。特に Kumar ら（2010）は「非売買取引も含まれる」、Van Doorn（2010）

は「購買行動を超えた」行動であると示している。エンゲージメントは、必ずしも購買行動

を伴わず、送り手と受け手が一体となり「人とブランド」を結ぶ「絆づくり」や「関係性づ

くり」である。また、生活者に「自分ごと」と思ってもらえるようなブランドへの心理状態

を指し、さらにその心理状態が長期的もしくは持続性を有する状態の維持を示すのである。 
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ということは、エンゲージメントとは、広報の定義が示す「組織と多様なステークホルダ

ーとの関係構築と維持」と同義であると捉えることができる。広報の目的は必ずしも商品の

購入ではなく、第一義は多様なステークホルダーとの関係構築と維持にある。また、眞野・

本田（2023）は、PR 効果の強さとして、異なるステークホルダーの間で合意形成し巻き込

むことにより、活動が長期化・持続化し、持続する力も活動が自走していくと示している。

この指摘はエンゲージメントが重視するブランドへの長期的もしくは持続性を有する心理

状態と同義である。また、戦略 PR が意図する「世間が関心を持つテーマ」設定や「世論を

通じて消費者に接近する」という方法論は、博報堂 DY グループが示すエンゲージメント概

念の解説である「自分ごと化」してもらうこと（久保田、2009、p.3）に他ならない。 

それらを鑑みると、現代の広告が重視するエンゲージメントと広報や戦略 PR は同じ内容

を目的としていることがわかる。つまり現代の広告と広報は、広告業界でいうエンゲージメ

ントを志向しているのである。同じ目的を重視しているがゆえに、広告が広報の手法を使っ 

                                             たり、広報がより積極的かつ戦略的な 

手法を使ったりすることが増えた、す 

なわち両者が接近し、融合していると 

捉えることができるのである。特に広 

告は従来からの手法や新たな広告メソ 

ッドでは解決できないことが増え、エ 

ンゲージメントを重視するようになっ 

たが、それは PR や戦略 PR が目指す目 

的と等しいのである（図表 2）。元来、広 

告と広報はその手法や手段が異なるが 

エンゲージメントが広告と広報の共通 

の目的であると考えると、理解のあては 

まりがよいことがわかる（図表 2、3）。 

                             

6-2. エンゲージメントと消費者行動 

では、ネットや SNS が普及したエンゲージメント時代の購買行動はどのように考えれば

良いのであろうか。メディアの多様化、情報を発信する消費者の増加、クチコミが重視され

る環境、広告の信頼度の低下、ネット広告への不信感等、様々な環境変化や要因が重なり、

広告を取り巻く環境は複雑の一途である。 

そうした状況では、まずは生活者に「エンゲージメント」を感じてもらい「自分ごと化」

してもらわないと、そもそも生活者の行動を促すことはできない。図表 2 で示した広告と広

報が意図するところの「エンゲージメント」、そして図表 3 で示した広告と広報の目的とし

ての「エンゲージメント」は、図表 4 で示した、生活者の行動を促すための入口でしかない

のである。しかしながら、消費者に「エンゲージメント」を感じてもらい、絆づくり・関係

性づくりができれば「自分ごと化」というギアが動きだすと考えることができる。まずは人

図表 2 広告と広報とエンゲージメント 

（出所）筆者作成 

図表 3 広告と広報の目的 

（出所）筆者作成 
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の心を動かさなければならないのである。久保田（2009）によれば、エンゲージメントはブ

ランドへの傾倒、愛着、ファンの意識と換言できる。ブランドのファンになってもらうこと、

ブランドを自分のこととして捉えてもらうこと、好きになってもらうこと、それらは長期的 

な絆として機能するであろう。小林

（2008）は、エンゲージメントをホリス

ティックに考えることは広告やマーケ

ティングのパラダイムを変えることに

なると論じている。まずは消費者を動か

すための第一歩であるエンゲージメン

トが重視される時代なのである（小林、

2008；久保田、2009）。 

                

6-3. 今後の研究に向けて 

今後も広告と広報の融合をテーマに研究を深めていきたい。エンゲージメント概念をホ

リスティックに捉えること、ブランドとの同一化に着目することでさらに研究を深めるこ

とができると考えられる。 
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